
第 ７９ 号議案  

     

国立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関

する条例の一部を改正する条例案 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和 ５ 年 ８ 月 ２８ 日 

 

       

提出者  国 立 市 長    永 見 理 夫 

 

 

（説 明） 都制度の保育所等利用多子世帯負担軽減事業の変更（第２子無

償化）に対応するとともに、規定の整理を行うため、条例の一部を

改正するものである。 

 

     

国立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関

する条例の一部を改正する条例案 

 

 国立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する

条例（平成２６年１２月国立市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第６条第３項中「第５６条第７項」を「第５６条第６項」に、「附則第６条

第７項」を「附則第６条第６項」に改め、同条第４項中「第５６条第７項又は

第８項」を「第５６条第６項又は第７項」に改める。 

 別表第２項中 

「 
  

２，０００ 

（１，０００） 

１，９００ 

（９００） 

３，０００ ２，９００ 

 

 

 

 

「 
  

２，０００ 

 

１，９００ 

 

３，０００ ２，９００ 

 

 

 

 



（１，５００） （１，４００） 

４，６００ 

（２，３００） 

４，５００ 

（２，２００） 

７，２００ 

（３，６００） 

７，０００ 

（３，５００） 

９，８００ 

（４，９００） 

９，６００ 

（４，８００） 

１２，４００ 

（６，２００） 

１２，１００ 

（６，０００） 

１５，０００ 

（７，５００） 

１４，７００ 

（７，３００） 

１７，６００ 

（８，８００） 

１７，３００ 

（８，６００） 

２０，２００ 

（１０，１００） 

１９，８００ 

（９，９００） 

２２，９００ 

（１１，４００） 

２２，５００ 

（１１，２００） 

２５，６００ 

（１２，８００） 

２５，１００ 

（１２，５００） 

２８，３００ 

（１４，１００） 

２７，８００ 

（１３，９００） 

３１，０００ 

（１５，５００） 

３０，４００ 

（１５，２００） 

３３，７００ 

（１６，８００） 

３３，１００ 

（１６，５００） 

３６，７００ 

（１８，３００） 

３６，０００ 

（１８，０００） 

３９，７００ 

（１９，８００） 

３９，０００ 

（１９，５００） 

４２，７００ 

（２１，３００） 

４１，９００ 

（２０，９００） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４，６００ 

 

４，５００ 

 

７，２００ 

 

７，０００ 

 

９，８００ 

 

９，６００ 

 

１２，４００ 

 

１２，１００ 

 

１５，０００ 

 

１４，７００ 

 

１７，６００ 

 

１７，３００ 

 

２０，２００ 

 

１９，８００ 

 

２２，９００ 

 

２２，５００ 

 

２５，６００ 

 

２５，１００ 

 

２８，３００ 

 

２７，８００ 

 

３１，０００ 

 

３０，４００ 

 

３３，７００ 

 

３３，１００ 

 

３６，７００ 

 

３６，０００ 

 

３９，７００ 

 

３９，０００ 

 

４２，７００ 

 

４１，９００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を に 



４５，７００ 

（２２，８００） 

４４，９００ 

（２２，４００） 

４８，７００ 

（２４，３００） 

４７，８００ 

（２３，９００） 

４９，７００ 

（２４，８００） 

４８，８００ 

（２４，４００） 

５１，７００ 

（２５，８００） 

５０，８００ 

（２５，４００） 

５３，５００ 

（２６，７００） 

５２，５００ 

（２６，２００） 

５５，１００ 

（２７，５００） 

５４，１００ 

（２７，０００） 

５６，６００ 

（２８，３００） 

５５，６００ 

（２７，８００） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

４５，７００ 

 

４４，９００ 

 

４８，７００ 

 

４７，８００ 

 

４９，７００ 

 

４８，８００ 

 

５１，７００ 

 

５０，８００ 

 

５３，５００ 

 

５２，５００ 

 

５５，１００ 

 

５４，１００ 

 

５６，６００ 

 

５５，６００ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

改め、同表備考第１項を次のように改める。 

１ 特定被監護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３

号）第１４条に規定する特定被監護者等をいう。以下同じ。）が２人以上

いる場合における特定教育・保育（保育に限る。）、特定地域型保育又は特

定利用地域型保育を受けている満３歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある教育・保育給付認定子どもに係る利用者負担額は、特定

被監護者等のうち、最も年齢が高い者以外の者であるときは０円とする。 
 

   付 則 
 

１ この条例は、令和５年１０月１日から施行する。ただし、第６条の改正規

定は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に行われる保育の実施

に係る利用者負担額について適用し、同日前に行われた保育の実施に係る

利用者負担額については、なお従前の例による。 


